



















































































































































































































































































































































































































































6　藤岡康宏『民法講義Ⅴ不法行為法』（信山社・2013 年）196 － 199 頁。　
7　五十嵐清＝田宮裕『名誉とプライバシー』（有斐閣・1968 年）57 頁。　
8　たとえば戦前においては、東京控判昭和 12 年２月 24 日「（法人は）自然人ト異
ナリ精神的苦痛ナルモノヲ考ヘ得ザルヲ以テ精神的苦痛ノ除去ヲ目的トスル慰謝
料ノ請求ハ之ヲ認ムルニ由ナキモノトス」。
9　たとえば、前掲註 6 藤岡 412 頁、吉村良一『不法行為法』125 頁、三島宗彦「無






























10　森泉章「法人の名誉毀損について」私法 28 号（1966 年）141 頁。　

























11　東京高判平成８年７月 24 日　判時 1597 号 129 頁「泉岳寺事件」。































































































16　工作物責任における瑕疵に関する議論として、前掲註６藤岡 349 － 355 頁など。



























































18　不法行為に基づく差止請求について、前掲註６藤岡 505 － 509 頁。
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　また削除が行われたとしても、新たな口コミにより再度事業者に
不利益が生じることも考えられる。このイタチごっこのような状況
は、サイト自体がなくならない限り続くであろう。救済方法の法律
的根拠や実効性が期待できないなかでは、結局はサイト運営者によ
るガイドラインなどに委ねるところが大きくなるであろう。いかな
る救済が有益であるか、これからの展開を見守る必要があろう。
おわりに
　口コミ投稿による不法行為の成立および口コミ投稿記事の削除請
求は、現段階では困難を伴うものであろう。一方でインターネット
通信技術が発展を続ければ、口コミサイトをめぐる新たな問題が生
じることも予想される。
　口コミサイトは現在、わが国の消費行動に寄与していることはい
うまでもない。
　口コミは、公益性の高い情報であろうか。判例学説上、公益性の
高い情報とされているのは、犯罪歴や政治家の活動などである。こ
れに対し口コミサイトに掲載される情報は、事実のみとは限らず、
真実性の低い情報や主観的な情報も含まれており、犯罪歴等の客観
的事実とは情報の質が異なる。
　多数の国民にとってインターネットは情報収集の道具として最早
不可欠なものとなっている。真実性の低い情報があるとしても、イ
ンターネット上の情報については、公益性の高い情報となりつつあ
ることは注視すべきであろう。
　また、口コミサイトに投稿された情報は、サイトという他者の作
出した場を利用し、自らの意見や情報を表明するものである。この
ように他者の手に委ねられた情報は、はたして誰のものであろう
か。情報の所有者を明確にすることは、責任の所在を判断するうえ
でも有用である。
　ほぼ際限なく生まれる情報、その情報からさまざまな利益を享受
口コミサイトと運営者の責任（上机）
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する者、不利益を被る者とのバランスをいかに保つべきか、今後も
検討を要するであろう。
※本論は、平成27年度札幌大学研究助成の（個人研究）成果の一部
である。
